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令和７年度（２０２５年度） 

地域課題解決型起業支援補助金 

補助事業者（執行団体）公募要領 
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  本県では、「地域課題解決型起業支援事業」を実施します。 

そこで、本事業を円滑かつ効果的に実施するために、間接執行の仕組みにより事業を

実施することとしており、補助事業者（執行団体）を募集します。 

つきましては、熊本県補助金等交付規則・熊本県商工労働補助金等交付要項・地域課

題解決型起業支援補助金交付要領を参照し、交付要望書を御提出ください。 

 

  

 

１－１．事業目的 

「地域課題解決型起業支援補助金」は、県が地域再生計画に定める社会的事業の分

野において、デジタル技術を活用して地域課題の解決を目的とした起業をする者及び 

令和７年４月１日以降に起業をした者（以下、「起業者」）を対象に、起業を支援す

ることを目的とします。 

 

１－２．事業スキーム 

ああ熊    本    県   

（申請）↑  ↓（補助）    補助率：１０/１０以内（上限１１，４４５千円） 

ああ補助事業者（執行団体）   ※本公募の対象 

（申請）↑  ↓（補助）    補助率：１/２以内（上限２，０００千円） 

あ間接補助事業者（起業者） 

 

１－３．事業内容 

（１）事業の実施内容等 

① 起業者の事業計画の審査、採択、並びに起業に要する経費（以下、「起業支援金」）

の交付決定及び支給 

ア 事業計画の審査及び採択 

社会的事業に知見を有する複数（三名以上）の者からなる外部委員会による審査を

実施すること（外部委員には一名以上、実際に起業・事業経営を行った経験を有する

者を含むこととする。）。 

審査に当たっては、７－１②アに定める要件を十分に審査し、継続的かつ、安定し

た事業運営が可能か確認すること。 

イ 起業者に対する交付決定等 

起業支援金と移住支援金（令和７年度熊本県移住支援事業の移住支援金支給の要件

に、「起業支援金の交付決定を受けていること」の設定あり。）とを併給する者に対

しては採択後、速やかに移住支援金の申請に必要となる起業支援金の交付決定通知を

発行すること。 

１ 事業概要 
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ウ 起業者の事業の開始及び実施状況の確認 

交付決定を行った起業者（以下、「間接補助事業者」）に対して事業の実施状況の

確認を行うこと。手法は実地視察のみに限定せず、効率的かつ合理的な手法による確

認を行うように努めること。 

エ 間接補助事業者に対する支給額の確定検査 

オ 起業支援金の支給（精算払い） 

カ 交付決定事業の完了後から５年間の起業をした者の事業の実施状況及び収益状況

の都道府県への報告 

キ 起業をした者の財産管理の監督 

 

② 起業者への本事業の広報・周知 

広報・周知を実施する際は、可能な限り日本政策金融公庫等の政府系金融機関、大学・

商工会・商工会議所、市町村の起業支援部門等の起業支援を行う団体等と連携した効果

的な広報・周知に努めること。 

 

③ 間接補助事業者に対する伴走支援 

ア 間接補助事業者の事業計画の確認・相談（事業計画の作成代行は不可） 

イ 間接補助事業者の実施状況の確認（月１回程度の確認を行い、県に進捗状況の報告

を行うこと） 

ウ 間接補助事業者の経理処理状況の管理・指導 

エ 間接補助事業者の販路開拓等の経営支援 

オ 間接補助事業者のネットワークの形成支援 

 

 ④ 成果報告会の開催 

   間接補助事業者が地域課題・社会課題の解決に向けた事業内容等の成果発表の場とな

るイベント等を開催すること。 

 

（２）間接補助事業の概要 

 ・補助対象者 

県が地域再生計画に定める社会的事業の分野※１において、デジタル技術

を活用して地域課題の解決を目的として新たに起業する者及び令和７年

４月１日以降に起業をした者（三人程度） 

※１ 地域再生計画に定める社会的事業の分野は次のとおりです。 

① 地域活性化に関すること。 

② まちづくりの推進に関すること。 

③ 過疎地域等※２の活性化に関すること。 

④ 社会教育に関すること。 

⑤ 社会福祉に関すること。 
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⑥ 環境に関すること。 

※２ 過疎地域等とは、次に掲げる地域とします。 

ア 過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和 3 年法律

第 19号）第２条第２項の規定に基づき公示された過疎地域（同法第

３条、同法第４１条並びに同法４２条の規定により過疎地域とみな

される区域を含む。） 

イ 特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促

進に関する法律（平成５年法律第 72号）第２条第４項の規定に基づ

き公示された特定農山村地域 

ウ 山村振興法（昭和 40 年法律第 64 号）第７条第１項の規定に基づ

き指定された振興山村地域 

エ 半島振興法（昭和 60 年法律第 63 号）第２条第１項の規定に基づ

き指定された半島振興対策実施地域 

オ 離島振興法（昭和 28 年法律第 72 号）第２条第１項の規定に基づ

き指定された離島振興対策実施地域 

カ 辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に

関する法律（昭和 37年法律第 88号）第２条第１項に規定する辺地 

 ・対象経費 

起業者が起業に要する経費（人件費（※）、店舗等借料、設備費、原材料

費、借料、知的財産権等関連経費、謝金、旅費、外注費、委託費、マーケ

ティング調査費、広報費 等（※）人件費については、代表者や役員等の

人件費は対象とせず、起業支援金の交付決定を受けた事業者の当該事業に

直接従事する従業員に対して支払う賃金に限る。） 

 ・補助率 

１/２以内（上限２，０００千円） 

 ・要件 

〇熊本県内で起業を行い、熊本県内に居住又は、居住する予定であること。 

〇執行団体の定める間接補助事業者の補助事業完了日までに個人事業開

業届出又は法人の設立を行うこと。 

〇起業パートナー（※）と連携して事業計画書を作成していること。 

（※起業パートナーとは商工会議所、市町村、金融機関等の各種支援機関） 

・具体的な内容（対象範囲、要件等）は、熊本県と協議の上決定することと

します。 

・補助事業者は、熊本県の交付決定通知後、間接補助事業の交付要領及び公

募要領の作成を行い、直ちに公募を行っていただきます。交付要領及び公

募要領の作成に当たっては、熊本県と協議の上決定することとします。 

・間接補助事業者への支払は、事業実施期間内に行う必要があります。 

        



5 

 

 

１－４．事業実施期間 

  交付決定日～令和８年２月２８日 

 

 

１－５．応募資格 

以下の条件を全て満たす者とします。 

（１）熊本県内に本社、支社又は営業所等の事業所を有すること。 

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４（一般競争入札参加

者の資格）の規定に該当しない者であること。 

（３）次のいずれにも該当しない者であること。 

①民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条第１項の規定による再生手続き

開始の申立をした者又は同条第２項の規定による再生手続き開始の申立をされた

者。 

②会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条第１項の規定による更生手続き

開始の申立をされた者。 

③県から指名停止の処分を受けている者。 

（４）消費税及び地方消費税並びに都道府県税において未納がない者。 

（５）宗教活動や政治活動を活動目的としていないこと。 

（６）暴力団又は暴力団員若しくはその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む）の統

制下にないこと。 

 

 

 

 

２－１．採択予定件数：１件 

 

２－２．補助率・補助額 

補助率：１０/１０以内 

補助額上限：１１，４４５千円  

補助額内訳：①公募から採択までの業務を含めた一連の執行業務に係る経費、起業に関

する伴走支援業務に係る事務経費５，４４５千円以内 

②間接補助事業者への補助額６，０００千円（間接補助事業者一人への補

助額上限２，０００千円）（間接補助事業者採択数は３～４件を想定） 

        ※最終的な実施内容、交付決定額については、熊本県と調整したう上で決

定することとします。 

 

 

２ 補助金交付の要件 
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３－１．応募先 

  熊本県商工労働部産業振興局産業支援課 

 

３－２．募集期間 

  令和７年（２０２５年）５月２日（金）～５月１６日（金） 午後５時必着 

 

３－３．応募書類 

・令和７年度（２０２５年度）地域課題解決型起業支援補助金交付要望書（様式１） 

・誓約書（様式２） 

・定款又は寄附行為（協議会等においては規約若しくはそれに類するもの）  

・登記簿（法人格を有しない場合は、団体の目的、名称、所在地、資産の総額、代表

者の氏名及び住所を記載した書類） 

・直前２事業年度の事業報告書、貸借対照表及び損益計算書又はこれらに類する書類 

・提出者の概要（団体概要等）がわかる資料 

＜提出方法＞ 持参又は郵送（郵送の場合は必ず事前にお電話ください。） 

 

 

３－４．応募にかかる注意 

① 質問は、電子メールで行ってください。 

② 交付要望書（様式１）は、Ａ４版横書きで記載してください。また、必要に応じて、

詳細資料に絵、図を用いて分かりやすく記載してください。 

③ 応募に要するすべての費用は、提案者の負担とします。 

④ 提出書類は返却しません。 

⑤ 提出された書類は、必要に応じ複写します（県庁内及び審査会での使用に限る）。 

⑥ 提出された交付要望書は、熊本県情報公開条例に基づく開示請求があった場合、対

象文書として原則、開示することになります。 

なお、事業を営むうえで、競争上又は事業運営上の地位その他正当な利益を害すると

認められる情報は、同条例第７条第３号アの規定により非開示となります。その場合、

開示・非開示の判断は、同条例に基づき県が客観的に判断します。 

⑦ 交付要望書の内容については、提案者の承諾なしに利用することはありません。 

⑧ 交付要望書提出後に辞退する場合は、辞退理由等を記載した辞退届（様式自由）を

提出してください。 

 

 

 

３ 応募手続について 
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（１）交付要望書の提出期限    令和７年（２０２５年）５月１６日 

（２）審査会実施         令和７年（２０２５年）５月２０日 

（３）採択・不採択の通知     令和７年（２０２５年）５月下旬 

（４）交付申請書提出       令和７年（２０２５年）６月中旬 

（５）交付決定          令和７年（２０２５年）６月下旬 

（６）実績報告          令和８年（２０２６年）２月２８日 

（７）補助金支払い        令和８年（２０２６年）３月中 

※（２）審査会の詳細な日時は、公募締切後に別途通知いたします。 

 

 

 

 
 

５－１．審査方法 

・産業支援課内に審査会を設置します。 

・提出された交付要望書等について、審査員が書面審査を行います。必要に応じてヒア

リング等を実施するほか、追加資料の提出を求めることがあります。 

 

  

５－２．選定基準 

審査会では、次の選定基準に基づき審査を行い、補助事業候補者を内定します。 

選定要素 評価の視点 

(1)目的 申請の内容は「１ 事業の目的」に合致しているか。 

(2)計画の内

容及び実現

性 

①事業の遂行に必要な組織力、人員、技術を有しているか。 
②事業の内容は実現可能なものであり、目的を達成するた
めに効果的に実施できる手法であるか。 

③経費の積算は適当か。 
④実現可能なスケジュールか。 

(3)効果 

①間接補助事業対象者を採択するための募集及び選定の方

法は適当か。 

②補助事業対象者からの相談対応、進捗状況の確認、準備

期のセミナーの開催など起業に向けた伴走支援に必要な

取組みを効果的に行う工夫がされているか。 

③起業後も地域での事業継続に係る支援など継続した伴走

支援を効果的に行う工夫がされているか。 

 

５ 選考について 

４ スケジュール 
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５－３．結果通知   選考結果は、応募者全員にメール又は郵送で通知します。内定者には

内定通知を送付いたします。 

５－４．交付申請書 補助事業者には、県に交付申請書を提出いただき、それに対して熊本

県が交付決定通知書を申請者に送付し、その後、事業開始となります。 

 

 

 

 

６－１．補助対象経費の区分 

対象となる経費は以下のとおりです。 

（１）起業者が起業に要する経費 

人件費（※）、店舗等借料、設備費、原材料費、借料、知的財産権等関連経費、謝金、

旅費、外注費、委託費、マーケティング調査費、広報費 等 

（※）人件費については、代表者や役員等の人件費は対象とせず、起業支援金の交付

決定を受けた事業者の当該事業に直接従事する従業員に対して支払う賃金に限る。 

（２）公募から採択までの業務を含めた一連の執行業務に係る経費、起業に関する伴走支援

業務に係る事務経費 

人件費（※）、事務所等借料、謝金、旅費、会議費、借料、通信運搬費、水道光熱費、

消耗品費、雑役務費、外注費、委託費、広報・周知費、その他の経費（伴走支援事業

の遂行上、必要となる経費） 等 

（※）人件費については、執行団体が本事業に直接従事する従業員に対して支払う賃

金に限る。 

 

 

 

 

７－１．支給に関する要件 

①起業者に関する要件 

次に定める事項の全てに該当すること。 

ア 令和７年４月１日以降、執行団体の定める間接補助事業者の補助事業完了日（以

下、「完了日」という。）までに個人事業の開業届出又は株式会社、合同会社、合名

会社、合資会社、企業組合、協業組合、特定非営利活動法人、一般社団法人等（以

下、「法人等」という。）の設立を行い、その代表者となる者であること。 

イ 熊本県内で起業を行い、熊本県内に居住又は、完了日までに居住する予定である

こと。 

ウ 法人等の登記又は個人事業の開業の届出を熊本県で行う者であること。 

エ 起業者又は法人等の役員等が暴力団等の反社会的勢力又は反社会的勢力との関係

を有する者ではないこと。 

６ 補助対象経費の計上 

７ 起業支援金の支給について 
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②起業に関する要件 

次に定める事項の全てに該当すること。 

ア 県が地域再生計画に定める社会的事業の分野において、デジタル技術を活用して

地域課題の解決を目的とした起業であること。 

また、以下に定める（ア）から（ウ）の全ての要件を満たす起業であること。 

（ア）起業をする地域におけるサービス供給の不足等に起因する地域課題の解決に資

すること（社会性及び必要性）。 

（イ）提供するサービスの対価として得られる収益によって自律的な事業の 継続が

可能であると見込まれること（事業性）。 

（ウ）起業者の生産性の向上・機会損失の解消及び顧客の利便性の向上につながるデ

ジタル技術を活用していること（デジタル技術の活用）。 

イ 熊本県で起業をすること。 

ウ 令和７年４月１日以降、完了日までに起業をすること。 

エ 公序良俗に反する起業（風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭

和二十三年法律第百二十一号）第二条において規定する風俗営業等）でないこと。 

７－２．申請方法・提出書類 

７－１①の要件を満たす者は、執行団体に対して、以下の書類を提出することとします。 

【提出する書類】 

① 事業計画書（登記又は開業の届出先の都道府県が地域再生計画に定める社会的事業

の分野に該当しているか確認でき、かつ、（１）②アに定める「社会性」、「必要性」、「事

業性」、「デジタル技術の活用」が確認できることが必要。） 

② （既に法人等設立済の場合）履歴事項全部証明書 

③ （既に個人事業主として開業済の場合）税務署に提出した開業届の写し 

④ （起業者が既に別の法人等の役員に就任している場合）当該法人等の履歴事項全部

証明書（申請日以前３か月以内に発行されたもの） 

⑤ （申請時点で起業をする対象地域に居住していない場合）本事業の完了日までに熊

本県に居住する意思が確認できる書類 

⑥ 反社会的勢力ではないことの誓約書 

⑦ その他必要と認められる書類 

７－３．支給方法及び支給時期 

起業者は、起業支援金の交付決定を受けた当該事業（以下、「交付決定事業」という。）

について、開業又は法人等の設立後、完了日までに執行団体に実績報告書を提出します。 

執行団体は、実績報告書の内容の確認及び証憑書類の検査を行い、起業をした者に対

する支給額を確定し、精算払いを行います。 

７－４．起業者の義務 

①実施状況報告 

交付決定事業の完了後、５年間、当該事業の実施状況を県へ報告すること。 

②取得財産の管理・処分の制限及び収益納付 
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第 22 条等の規定に基づき、本事業によって取得した財産については善良なる管理者

の注意をもって適切に管理を行うこと。加えて、取得価額が１件当たり 50 万円以上

（税抜）の取得財産については、交付決定事業終了後も一定期間において、その処分

等につき都道府県の承認が必要となる。また、承認後に処分等を行い、収入があった

ときには、起業支援金の一部の納付を求められる場合がある。 

③交付決定事業の経理 

交付決定事業に係る経理について、帳簿や支出の根拠となる証憑書類については、

当該事業が完了した年度の終了後５年間、管理・保存すること。 

④立入検査 

交付決定事業の実施状況確認のため、都道府県及び執行団体 が実地検査に入る場

合がある。 

また、交付決定事業の完了後、会計検査院が実地検査に入る場合がある。 

この検査により起業支援金の返還命令等を指示された場合には、これに従う。 

⑤反社会的勢力ではないことの誓約 

起業支援金の申請時に反社会的勢力との関係が無いことを誓約する。 

申請後から採択までの期間において、起業者又は設立される企業等の役員等が反社

会勢力であることが判明した場合、採択を行わない。 

また、採択後又は交付決定後に反社会的勢力であることが判明した場合にも、採択

又は交付決定の取消を行う。 

 

 

 

 

（１） 申請内容については、そのまま実施することを予め約束するものではなく、事業

の内容の詳細について、別途協議・調整のうえ、申請の内容を一部変更して交付決

定することがあります。 

（２） 執行団体は、本業務において知り得た情報については、他人に漏らし、又は自己

の利益のために利用することはできません。また、補助事業終了後も同様とします。 

（３） 個人情報の保護については十分な注意を図り、流出・損出が生じないようにして

ください。 

（４） 事業の実施にあたっては、県（産業支援課）と綿密な連携を図ることとし、実施

において、疑義等が発生した場合は、県と協議のうえ解決することとします。 

 

８ 特記事項 


